
























判 例 研 究
自筆証書遺言に第三者作成の図面等を用いた場合
であっても、自筆性が保たれるとした事例
落 合 福 司
ら、自筆証書遺言としての方式を欠き、Ａの真意に基づくものであっても､有効な遺言書
とはいえない」とした。Ａの遺言が存在しないことを前提にして、遺言分割等の審判をし
た。これについてＸとＹ1がともに抗告した。
〔決定要旨〕
「民法968条1項は、自筆証書による遺言について、遺言者が、その全文、日附及び氏名
を自書し、押印することを定めているところ、そこにいう「全文」については、遺言の対
象や内容を明確にするために写真・図面及び一覧表等を用いること一切を否定するもので
はなく、遺言者が図面等を用いた場合であっても、図面等の上に自書の添え書きや指示文
言等を付記し、あるいは自筆書面との一体性を明らかにする方法を講じることによって、
自筆性はなお保たれ得るものと解するのが相当である…同書面が既存の耕作図を利用して
作成されたとの一事をもって、自筆遺言証書が全文自書によるべきであるという要件に反
するというのは、形式的に過ぎ、相当でない」として、原審判を取り消した上で、原審に
差し戻すことを決定した。
一　本判決の意義
本件は自筆証書遺言において、日附自書・氏名自書・押印の各要件を具備し、遺言の趣
旨や相続人名の記載が遺言者の自筆であることは明らかであるが、第三者が作成した図面
を利用した場合、全文自書の要件が満たされているか否かが問題となった事案である。
本決定は、全文自書の要件について形式的判断を避け、自書の添え書きや指示文言の付
記等、自筆部分または自筆書面との一体性を明らかにする方法が講じられているとき、自
筆性は保持できると判断した。
本裁判例は、民法960条が「遺言は、この法律に定める方式に従わなければ、これをす
ることができない」と規定して、遺言が要式行為であることを宣言し、「判例の基本的姿
勢は、一般的にいって、遺言の方式強制を厳格に守っており、特に自筆証書遺言について
はそうである（1）」として、「ときには杓子定規的だとさえ思われることもある位である（2）」
と評価されている状況下において、自筆証書遺言の本質ともいうべき全文自書の要件を緩
和したものである。また、本判決の理論構成は、第三者が作成した書面と自筆部分または
自筆書面との一体性を明らかにする方法が講じられているとき、全文の自筆性が保持でき
るとするものであり、従来の学説が提示していない見解であるから、学説の論議に一石を
投じることになる。さらに、遺言の対象となる不動産目録が第三者作成によるタイプ印書
である場合に、全文自書要件が充足されていないから無効であるとした裁判例（3）はある
が、第三者作成の図面に自筆部分がプラスされた事案につき、全文自書要件を満たすとし
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て有効にした事例は見当らず、新類型における新判断である。
今後、判例・学説における要件緩和論に一層の拍車をかけるとともに、第三者が作成し
た図面を利用した遺言書を有効とする先例になろう。決定要旨には賛成するが、その理論
構成には若干の疑問がある。
二　判例の動向
１　自書要件の厳格性
判例は自筆証書遺言の特性および筆跡を重視する立場から、自書要件を本質的要素と位
置づけ、厳格な態度を表明している。すなわち「自書が要件とされるのは、筆跡によって
本人が書いたものであることを判定でき、それ自体で遺言者の真意に出たものであること
を保障することができるからにほかならない。そして、自筆証書遺言は、他の方式の遺言
と異なり証人や立会人の立会を要しないなど、最も簡易な方式の遺言であるが、それだけ
に偽造、変造の危険が最も大きく、遺言者の真意に出たものであるか否かをめぐって紛争
の生じやすい遺言方式であるといえるから、自筆証書遺言の本質的要件ともいうべき『自
書』の要件については厳格な解釈を必要とするのである。（4）」とする。
２　自書要件の緩和
判例の実情は先の建前と異なり、自書要件を緩和する傾向にある。いわゆる他人の添え
手遺言について「運筆について他人の添え手による補助を受けてされた自筆証書遺言は、
（1）遺言者が証書作成時に自書能力を有し、（2）他人の添え手が、単に始筆若しくは改行
にあたり若しくは字の間配りや行間を整えるため遺言者の手を用紙の正しい位置に導くに
とどまるか、又は遺言者の手の動きが遺言者の望みにまかされており、遺言者は添え手を
した他人から単に筆記を容易にするための支えを借りただけであり、かつ、（3）添え手が
右のような態様のものにとどまること、すなわち添え手をした他人の意思が介入した形跡
のないことが、筆跡のうえで判定できる場合には、『自書』の要件を充たすものとして、
有効であると解するのが相当である。（5）」とする。この判例は、添え手自筆証書遺言が有
効となる厳密な条件を提示しているが、自書とは、遺言者自らが独力で自書することまで
は、必ずしも不可欠ではないことを認めている。
つぎに、カーボン複写による自筆証書遺言について「本件遺言書は、Ａが遺言の全文、
日付及び氏名をカーボン紙を用いて複写の方法で記載したものであるというのであるが、
カーボン紙を用いることも自書の方法として許されないものではないから、本件遺言書は、
民法968条１項の自書の要件に欠けるところはない。（6）」とする。この判例では、カーボ
ン紙による複写は、真筆をなぞることにより真筆の模倣が容易で、偽造の危険が定形的に
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つきまとい、筆圧、筆勢、筆記具の相違が分からない平板な筆跡になり、真正な筆跡であ
るかの判別がきわめて困難であり、電子複写機によるコピーが自書といいがたい根拠とな
る事柄がそのまま当てはまることを理由にした上告を棄却している。自書要件について筆
跡の重視を表明し、添え手遺言であっても筆跡から判定できるときに限定し、「自書か否
かの判定は先ず第一に筆跡の識別に拠るべきであり、その識別が不明確な場合はじめて他
の状況証拠による判定の方途を用いるべきであろう（7）」としているところで、カーボン複
写による方法を認容し、筆跡の明確性という要請を縮減している。
さらに、英国人が英文タイプライターを使用して作成した遺言書について「遺言者は自
筆にかえ平素専らタイプライターを使用しており、本件遺言書は同人自らタイプしたもの
であるから自筆に匹敵するものと認められ、その方式要件をみたし、かつ実質的要件を備
えているものと認められるから、わが民法上適法かつ有効であり（8）」とする。この審判例
は、遺言書の全文をタイプしたことが自書の概念に含まれるとするものであるが、外国人
が日常的に筆記の代りにタイプライターを使用し、かつ遺言者本人がタイプした場合に限
定される特例である。日本人が他人にタイプさせた場合に拡張することはできない。
このようにみてくると、自書とは自書能力のある遺言者が､自分の手を使って、筆跡に
より本人が判定できる程度に筆記することであるといえる。その際、他人の添え手や使用
する用紙の種類は、自書を否定する決定的要因にはならない。また、タイプライターなど
の機器を使用した印字による遺言書は、遺言者自身が作成しない限り自書要件を欠き、有
効となる余地はないことになる。
３　全文要件に関する裁判例
全文要件については一貫して厳格であるが、緩和の芽は摘まれていない。自筆証書遺言
の対象となる不動産目録が、司法書士に命じられてその事務員によりタイプ印書されたも
のである事案において「タイプ印書された右不動産目録は、本件遺言書中の最も重要な部
分を構成し、しかも、それは遺言者自身がタイプ印書したものでもないのであるから、右
遺言書は全文の自書を要求する民法968条１項の要件を充足しないことが明らかであり、
仮に同遺言書が遺言者であるＡの意思に基づき作成され、かつ、その記載が全体として同
人の真意を表現するものであるとしても、そのことゆえに右全文自書の要件が充足されて
いると解することはとうてい許されないものというべきである。（9）」とする。
この裁判例は、遺言書のタイプ部分は単に被相続人の財産内容を示したものであり、ま
た大量の不動産が遺言の対象となり、その掲示に専門的知識が必要な場合に、事実上自筆
証書遺言の作成を不可能ならしめ、遺言の自由が侵されることになるという反論を斥けて
おり、遺言の対象となる財産内容は、いかに多くともタイプ印書は許されないとする。し
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かし、遺言者自身がタイプ印書したものではないことを理由のひとつとするから、遺言者
がタイプしたとき、全文自書とする余地は残されている。さらに、不動産目録が遺言書中
の最も重要な部分を構成していることを理由にするから、財産目録とあわせて遺言書本体
をみるのでなければ、遺言者の意思や遺言の内容が明確でない場合、全文の自書とは認め
られないが、財産目録がなくとも明確であり、いわば念のために添付されていた場合には、
財産目録は全文には含まれないとすることもできる（10）。
つぎに、遺言者自身が自筆証書遺言を作成し、その不明確な点などの訂正を弁護士に依
頼した事案において「遺言書中の一部に加除変更があるからその限りで自筆証書遺言にお
ける全文自書の要件を欠き、またその加除変更は遺言者以外の他人によってなされ、かつ
遺言者の署名を欠くから、加除変更の要件を欠くものというべきである…もっとも、右加
除変更部分は本件遺言中の僅少部分に止まり付随的補足的地位を占めるにすぎず、その部
分を除外しても遺言の主要な趣旨は表現されているばかりでなく、右加除変更が遺言者の
意思に従ってなされたものであるから、右加除変更だけによっては、本件遺言全部を無効
とすることはできず、他に特段の事情がない限り加除変更がない場合としてなお効力をも
つものと解すべきである。（11）」とする。この裁判例は、全文の一部が自書でない場合、原
則として全文自書の要件を欠くが、自書でない部分が付随的補足的であり、その部分を除
いても遺言の趣旨が表現されているとき、他人が書いた部分のみを無効にすれば足りると
するものである。
このように、遺言書中の財産目録は遺言の重要部分であるから全文に含まれ、それを他
人が印書または筆記したものは全文自書の要件を欠き、遺言は無効である。反面、些細な
一部が他人によって筆記されていても、その部分が無効であるに止まることになる。
４　本判決の位置
本件遺言書は第三者が作成した図面を使用しており、遺言者が自分の手を使って筆跡に
より本人が判定できる程度に筆記していないのであるから、図面の部分が自書要件を満た
さないことは明らかである。また、図面の部分は遺言の対象となる不動産が表記されてお
り、遺言の重要部分であるから全文に含まれ、それを遺言者自身が作成していないのであ
るから、全文の要件を欠いている。したがって、従来の判例の動向からみるとき、本件事
案は要件緩和の範囲に納まらず、本件原審の判断がそうであるように、本件遺言書は全文
自書の要件に違反し、遺言が無効とされてしかるべきものである。そして、図面について
単に使用する用紙の問題として片付けることもできない。
しかしながら、本判決は自筆部分あるいは自筆書面と第三者作成の図面との一体性を明
らかにする方法を講じることにより、全文自書要件を具備することができるとする。いわ
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ば、遺言書の全体から全文自書要件を判断し、一体性論を打ち出したものと位置づけられ
る。
三　学説の態度
１　自書要件
自書とは、原則として遺言者が自らの利き手によって遺言を筆記することである。負傷
などやむをえない事情がある場合、日頃筆記には用いない方の手で書いたものも有効であ
り、特別な事情がある場合には、口や足による筆記も肯定される（12）。そのため、他人に
下書きをしてもらった文章を遺言者がそのまま筆写することは自書であるが、他人が代筆
したとき、たとえそれが遺言者の口述を逐一正確に筆記したものであっても自書ではない
とされている（13）。このような定義づけについては、問題をもって問題に答える程度の域
を脱しないものである（14）との評価がある。自書とは自筆を意味し、代書ではないという
ことである。
また自書とは、遺言者によって直接に紙面その他の素材の上に文字を書くことである。
そのため、謄写版、電子コピーなどの複写版、カーボン紙による複写、スタンプの利用、
印刷文字等の切り抜きの貼り合わせなどによる場合、自書の概念からはずれることはいう
までもない（15）とされている。
しかし、タイプライターやワープロなどの機器が用いられた場合について、学説は分か
れている。有効説はつぎのように説く。「遺言者自身がこれらの器械を用いた場合に全然
無効とすべきかは問題の余地があろう。署名と捺印があり、真意が確保されている場合は、
有効と解してもよいのではないかと思う（16）」。また「真意の確保という点では、署名と捺
印があれば有効と解してよい場合もあろう（17）」。そして「真意を明確にさせる方法は、必
ずしも全文自書に限られない。ワープロで作成した遺言であっても、平素もっぱらワープ
ロを使用しており、遺言者自身がワープロを使用して作成したことおよび内容が本人の真
意であることが他の方法によって明らかになる事例などでは、ワープロも自書の概念に含
める解釈をする余地があるのではなかろうか（18）。」とする。
条件付有効説は「器機で書かれた文字から自書かどうかを判定できる方法手段が開発さ
れれば、手書と同じにみることができよう。（19）」、あるいは「遺言者本人の手打ちである
か、もしくは本人の手打ちでないとしても本人の意思の化体であることが立証しうるよう
な特段の事情がある場合のそれについては、有効と解する余地も生ずるのではないかと考
えている（20）」と説く。
これらに対して、「器械にあってはそれを用いた者が誰であるかを確定することは、本
人の手書きの場合とは異なり、かなりの困難を伴うであろう。遺言者が日常これを常用し
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ていなかった場合はもちろんのこと、常用していた場合でも別な器械や新しい器械を用い
ればやはり確定は容易ではない｡したがって、署名・押印があったとしても、それだけで
肯定説のいうごとき真意が確保されているといえるかどうかもまた疑問とならざるをえな
いであろう。第二に、このような遺言を有効とみるときは、さきにみた、他人による口述
筆記を無効とすることとの間に不均衡がある（21）」と説明される。無効説であり、通説で
ある。
有効説は、遺言の要式性が遺言者の真意を確保するための法技術であると認識し、真意
を確保するための方式が真意の実現を妨げる結果になることを回避するために（22）、自書
要件を緩和する立場である。条件付有効説も同様であり、遺言者本人または意思の判定な
いし立証の側面を強調するにほかならない。しかしながら、遺言者の真意は何か、その真
意をどのような方法によって確保するのかが問題の焦点なのである。民法が遺言を要式行
為と定めたのは、要式を具備した遺言の中にこそ遺言者の真意があると考えたからである。
また、自書とは自筆のことであると定義する限り、規定文言上器機を用いることは自筆の
概念から遠くなり過ぎる。そして、器機によるものを自書とすることは、自書をめぐる紛
争を誘発し、遺言によって相続財産に関する家族間紛争を予防し、解決しようとする遺言
制度の趣旨に反する。したがって、現行法の制約の下では、器機を用いた場合、自書では
ないと解するほかはない。ただし、自筆の文章に器機を用いた文言等が添付されていたと
き、あるいは自筆の文言が器機を用いた文章や図面等に付加されていたときに、どのよう
な処理をするかは全文要件に関連する問題となる。
２　全文要件
全文とは、遺言書の実質的内容たる遺言事項を書き表した部分のことであり、それはい
いかえれば本文のことである（23）。遺言書の全文を他人が書いた場合、全文を自書してい
ないから遺言は無効である。他人（第三者）が遺言書の一部を書いた場合、その部分は自
書ではないが、全文要件を満たさないとして無効になるか否かについては、学説が分かれ
ている。
全体無効説は「自書することが要件であるから、遺言者の承認を得た場合でも、第三者
が代筆することはできない。わずかの文言でも第三者が記した場合には、遺言書全体の無
効をきたす（24）。」と説明する。自筆証書遺言における自書の重要性を最も強く尊重する見
解である。しかし、一字一句の瑕疵によって遺言者の意思を葬り去ってしまうことは、角
を矯めて牛を殺すようなものである。
部分無効説は「全文中、他人の筆になると思われる部分があれば、その部分の内容が全
文中において占める役割の如何に拘らず、その部分のみ無効、すなわちその部分なき遺言
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として、有効と解することが適当ではないかと考える（25）」と説く。他書部分を取り除い
ても遺言の内容（要旨）が判明する場合は適用可能な見解であるが、そうでない場合は遺
言の意味内容が不明であるとして無効にするしかない。また、部分を削除した遺言内容の
把握には、意思解釈に頼らざるをえない。
意思解釈説は「遺言書の一部を他人が代書した場合その部分は無効である。しかしその
無効によって遺言書全文が無効になるかは簡単には決せられない。全文を無効にすべしと
する説もあるが、遺言者の意思解釈の問題とすべきである（26）」とする。遺言の要式性具
備という形式と、遺言者の意思解釈という実質は一応別々の問題である。本来、要式を備
えた遺言について意思解釈が行われるのである。両者が交錯することはあっても、正面か
ら遺言者の意思解釈によって要式の不備が治癒されるとすることは論理の逆転であり、要
式性を蔑ろにすることとなる。
相対説は「他人の書いた部分が、全く附随的・添加的な意味をもつに止まり、その部分
を除外しても、遺言の趣旨は十分に表現され、貫徹されるというようなものであれば、そ
のような部分があるからといって、自筆証書ではないとしてしまう要はなかろう。しかし
実際には、他人の筆が入れば、全文自書の精神が失われ、遺言者意思の歪曲される危険も
あるから、ほとんど有効な自筆証書と見られる場合はないかもしれない。いずれにしても、
これは、自書でない部分の、遺言全体中におけるウェートの問題であり、一部の学説の如
く、遺言者の意思解釈の問題ではない（27）」とする。今日の通説である。事実上部分無効
説の適用可能範囲と重なり合うものがある。しかし、ウェートとは分量の比較か、遺言内
容という質の問題か、あるいは双方か、また付随的・添加的とはどの程度なのかは明らか
にされていない。
３　本判決の立場
自書要件について、本件は第三者が作成した図面を用いた事案であった。そのため、図
面部分は自筆ではない。また、図面が印刷物であった場合、通説の無効説によれば自筆性
が否定される。条件付有効説では、原審が遺言者の真意に基づくものと認定しているとこ
ろから、特段の事情がある場合として有効とする余地がないわけではないが、その可能性
はわずかである。有効説からは、自筆による署名や捺印があるから一見有効とされそうで
あるが、図面は遺言者本人が作成したものではないから否定される。本決定は、図面が自
筆でないことを前提にしているからこそ、自筆部分ないし自筆書面との一体性を論じてい
るのである。
全文要件について、全体無効説では当然に無効とされる。部分無効説からは、対象不動
産が記載されている図面を除いては、遺言の内容が不明であり、かりに有効としても遺言
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としての意味が保持できない。意思解釈説によれば有効となる蓋然性もあるが、明確では
ない。そして、通説である相対説からみるとき、図面は付随的・添加的書面ではなく、ま
たそれなしでは遺言の趣旨が表現できないから、図面のもつウェイトは重く、有効とする
ことはできないであろう。
本決定は、図面部分が自書ではないことを前提にしながら、自筆部分ないし自筆書面と
の「一体性論」という理論構成を新たに提示したものと考えられる（28）。
四　全文自書の要件
自筆証書遺言は、普通方式遺言の内で最も簡便な方法である。そのため、隠匿・偽造・
変造の危険度が高く、遺言をめぐる家族間紛争を招来しやすい。危険を回避し、紛争を予
防・解決するためには、自筆証書遺言の要式性を尊重し、要件は厳格に遵守する必要があ
る。反面、方式の軽微な瑕疵によって遺言全体を直ちに無効とすることは、遺言者の意思
を無に帰することになる。したがって、民法の規定文言を越えない限度で、かつ要件が有
する目的ないし機能を担保する範囲内において、要件の内容を緩和することが要請される。
自書要件は、自筆証書遺言の核心であり、安易に緩和することはできない。自書要件は、
遺言者と遺言書との同一性確認機能、および遺言者意思の伝達・表示機能を有する。した
がって、遺言者が遺言書に自筆すること、遺言趣旨の表明が自筆であることが必須の要素
となる。遺言書全体が第三者によって筆記または作成された場合、あるいは遺言書全体が
器機を用いて表記されていた場合、自書要件を満たすということはできない。本件は日附
および氏名を自書した上に、「遺言下記の通り相続する」旨の記載が自筆であり、相続人
名も自筆であるから、自筆部分ないし自筆書面において、先の同一性確認機能および意思
の伝達・表示機能は一応確保されている。
全文要件について、その機能自体は自書要件の機能と重複し、それを遺言の内容につい
ても貫徹することによって、完全に機能確保をする働きを有する。したがって、通常は遺
言内容の重要部分である相続人や対象財産の自書が必要である。しかし、自筆部分におい
て自書要件の機能が担保されている場合、必ずしも一字一句まで自筆する必要性はなく、
第三者が筆記ないし作成した部分があっても、瑕疵があるとはいえるが、全文要件の最低
限の機能保全がなされていれば緩和しうる。問題はその理論構成である。本決定が打ち出
したのは、どの部分が自筆ならよいとするアプローチではなく、自筆部分ないし自筆書面
と第三者による作成部分ないし書面との一体性論であり、注目される。本来、全文要件は
自書要件と一体になって、同一性確認機能および意思の伝達・表示機能を果たすものであ
り、両要件の果たすべき役割りは相互に補完できるからである。
本決定は全文自書要件、特に全文要件を緩和するものとして評価する。また、一体性と
自筆証書遺言に第三者作成の図面等を用いた場合であっても、自筆性が保たれるとした事例
―　　―131
いう理由付けは、遺言書と封筒（29）、遺言の本文と日附（30）について裁判所が採用している。
全文の自書要件についても、遺言書全体における要件の機能確保という立場から、「一体
性論」を緻密に構築して展開すべきであろう。ただ、本件は遺言者と遺言書の同一性に疑
問がなく、自筆部分ないし自筆書面と第三者作成の図面との間に一体性が認められる場合
であるから、自筆部分が「遺言はつぎの通りとする」という記載のみの場合にまで、射程
距離を伸ばすことはできない。
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